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表紙

第202期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
　■ 事業報告の「会社の新株予約権等に関する事項」「会計監査人
の状況」「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制
及び当該体制の運用状況の概要」
　■ 連結計算書類の「連結持分変動計算書」「連結注記表」
　■ 計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

第202期定時株主総会
電子提供措置事項記載書面のうち

法令及び定款に基づく書面交付請求による交付書面
に記載しない事項

上記事項については、法令及び当社定款の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する
書面には記載しておりません。
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新株予約権の状況、会計監査人の状況

 会社の新株予約権等に関する事項
１. 当事業年度末日において当社役員が有する新株予約権の状況
　該当事項はありません。
２. 当事業年度中において使用人等に対して交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。
３. その他新株予約権等に関する重要な事項
　該当事項はありません。

 会計監査人の状況

①当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 352百万円
②当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 733百万円

(1) 会計監査人の名称
有限責任 あずさ監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

(注) 1. 監査等委員会は、日本監査役協会の「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監査人の監査計画、監査
の実施状況及び報酬見積りの算出根拠等の妥当性を確認し、検証した結果、会計監査人の報酬等の額について同意の判
断を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を
区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記金額にはこれらの合計額で記載しております。

3. 当社の重要な子会社の中には、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国におけるこれらの資格に相当す
る資格を有する者を含む）の監査を受けている海外の子会社があります。

(3) 非監査業務の内容
経理周辺業務に関するアドバイザリー報酬等の、会計に関するコンサルティング業務等

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める解任事由に該当すると認められ
る場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任します。
　また、そのほか、法令及び基準等が定める会計監査人の独立性、監査体制、職務遂行状況等を総合
的に評価し、変更の必要があると判断される場合には、監査等委員会は、株主総会に提出する会計監
査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定します。
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取締役の職務の執行

 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

当社は、取締役会において、内部統制システム整備に関する基本方針について、会社法に基づく決議
を行うとともに、毎期末に内部統制システムの整備・運用状況を確認し、取締役会へ報告しています。

昨年、潜水艦修繕事業及び舶用エンジン事業における不正事案が相次いで判明しました。当社は今回
の事態を深刻に受け止め、不正ができない仕組みの構築、不正発見の強化、組織風土・意識改革を3本
柱とし、グループ全体のコンプライアンス・ガバナンス体制の強化に向けた実効性の高い再発防止策に
徹底して取り組んでいます。これらの施策や特別調査委員会により究明された原因、再発防止策の提言
等を踏まえ、2025年5月9日の取締役会において、内部統制システムに関する基本方針の見直しを決議
しました。

当該基本方針の決議内容及び当期における内部統制システムの運用状況の概要は以下のとおりです。
なお、コンプライアンスに関する取組みについては、7ページのⅡの２．をご参照ください。

Ⅰ. 内部統制システム整備の基本方針
川崎重工グループは、『世界の人々の豊かな生活と地球環境の未来に貢献する“Global Kawasaki”』

という「グループミッション（果たすべき使命・役割）」、「カワサキバリュー」、「グループ経営原
則」及び「グループ行動指針」に示す経営理念を具現化するために、適切な組織の構築、社内規程・ル
ールの整備、情報の伝達、及び適正な業務執行を確保する体制として内部統制システムを整備・維持し
ます。また、不断の見直しによってその改善を図ることにより、グループの健全で持続的な成長に資す
る効率的で適法な企業体制をより強固なものとします。

具体的には、当社は、本基本方針に基づき、以下のとおり内部統制システムの整備・維持・改善を進
めることを取締役会において決議しています。

１. 当社の業務の適正を確保するために必要な体制
(1) 当社取締役、執行役員及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制
①取締役、執行役員及び従業員が行動するに際しての判断のよりどころとなるべき倫理基準を「川

崎重工グループ行動規範（以下「行動規範」という）」として定め、周知する。また、全社的な
法務・コンプライアンス機能や意識の強化等を目的に取締役会で決議した「法務・コンプライア
ンスに関する基本方針」を、社長自ら強い決意で先導し、執行役員及び従業員に対して周知徹底
する。

②業務の有効性及び効率性、財務報告の信頼性、法令等の遵守並びに資産の保全等の目的を達成し
業務の適正を確保するため、社長を内部統制最高責任者、各カンパニープレジデント、川崎車両
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取締役の職務の執行

株式会社（以下、川崎車両）社長、カワサキモータース株式会社（以下、カワサキモータース）
社長を内部統制責任者とする内部統制推進体制を整備し、取締役、執行役員及び従業員のそれぞ
れに定められている役割と責任に基づき、内部統制システムを統一的に運用する。

③全社コンプライアンス委員会を設置し、行動規範、各種法令及び当社諸規則の遵守を徹底するた
めの各種施策を審議・決定するとともに、その運用状況をモニタリングする。また、本社、各カ
ンパニー及び川崎車両、カワサキモータースにコンプライアンスを推進する部署を設置し、コン
プライアンスへの理解と意識を常に高めるよう、行動規範、各種法令及び当社諸規則の遵守に関
する啓発及び教育活動を継続的に実施する。

④コンプライアンス違反等の不正リスクの早期発見と是正を目的とする内部通報制度について、通
報者の不利益取扱いや探索の禁止、秘密の保持をはじめとする制度内容の周知とともに適正な運
用の徹底に努め、本制度の一層の機能発揮を図る。

⑤取締役会において選任された執行役員に業務執行を適切な範囲で委任する一方で、一般株主と利
益相反を生じるおそれのない、東京証券取引所規則の定める独立役員である社外取締役を選任す
ることにより、経営全般に対する取締役会の監督機能を強化するとともに、監査等委員会による
経営監視機能の客観性及び中立性を確保し、その監査機能の充実を図る。

⑥内部監査部門は、当社の業務監査、財務報告に係る内部統制の評価及び報告の実施により、業務
の適正及び財務報告の信頼性を確保する。

(2) 当社取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①取締役の職務の執行に係る情報（議事録、決裁記録及びそれらの付属資料、会計帳簿及び会計伝

票、並びにその他の情報）については、社則に基づき、適切に保存・管理する。取締役、取締役
に指名された執行役員及び従業員はいつでもそれらの情報を閲覧できるものとする。

②秘密情報及び個人情報については、社則に基づき、適切に保存・管理し、業務監査等により、そ
の実効性を確保する。

(3) 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①多様なリスクに適切に対処するため、リスクの種類に応じた管理方法や管理体制、各管理体制の

有効性及び実効性を一元的にモニタリングする体制、及び重要事項を取締役会へ報告する体制を
整備し、その運用を通してリスクを個別かつ統合的に管理する。

②リスクが顕在化した際に備え、あらかじめ緊急事態における行動指針を定めるとともに、各事業
所に危機管理責任者を置き、損失を極小化するための体制を整備する。

③重大なリスクが顕在化した際には、あらかじめ定められた報告ルートに基づき、速やかに最高危
機管理責任者である社長に報告する。

④大規模地震等の災害やパンデミック等が発生した際に備え、あらかじめ優先的に継続又は復旧す
る重要業務を特定のうえ、当社の事業への影響を最低限に抑えるとともに、復旧までの時間を短
縮するための事業継続計画を定める。
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(4) 当社取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①「カワサキグループ・ミッションステートメント」で明確にした当社及びその子会社からなる企

業集団（以下「当社グループ」という）の存在意義・役割を踏まえ、グループ全体の長期ビジョ
ンを定め、将来の到達目標を共有する。

②長期ビジョン実現に向け、取締役会が決定した経営方針に基づき、業務執行部門にて具体的な経
営計画に落とし込み、各組織並びに執行役員及び従業員は計画達成に向けた目標をそれぞれ設定
し、実行する。また、取締役会は定期的に経営計画の進捗状況について報告を受け、業務執行状
況を監督する。

③取締役会の決議に基づき執行役員を選任し、担当業務を定めるとともに、社則に則り各組織の業
務分掌を定めることにより、業務執行体制を明確にする。また、社則において決裁権限を規定
し、執行役員に適切な範囲で権限を委譲することにより、取締役の職務執行の効率化を図る。

④社則において社長に委譲された権限の行使に際し、その重要性等により、社長の諮問機関として
設置する経営会議において審議を行うことで、業務執行の適正性及び効率性を確保する。また、
執行役員への経営方針・経営計画の周知及び意見交換等の場として執行役員会を設置し、当社グ
ループ経営における意思統一を図る。

⑤各カンパニー及び川崎車両、カワサキモータースは、社則において委譲された権限と責任の下に
自ら意思決定を行い、環境の変化に適応した機動的な事業運営を行う。また、業務執行に最終責
任を負うカンパニープレジデント及び川崎車両社長、カワサキモータース社長をトップとするカ
ンパニー経営会議等を各カンパニー及び川崎車両、カワサキモータースに設置する。

２. 当社グループの業務の適正を確保するために必要な体制
各子会社の事業内容や規模、地域、重要性等に応じ、次に掲げる体制の整備に努め、当社グループ

の業務の適正を確保する。
(1) 子会社の取締役、執行役員及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制
①当社は、親会社の立場で子会社の内部統制を統括し、グループ全体として業務の有効性及び効率

性、財務報告の信頼性、法令等の遵守並びに資産の保全等の目的を達成し業務の適正を確保する
ための体制を整備するとともに、その運用を監督・指導する。

②全社コンプライアンス委員会において、当社グループ全体を対象とした、行動規範やコンプライ
アンスに関する方針及び各種施策を審議・決定する。また、子会社を管理する本社関係部門、各
カンパニー及び川崎車両、カワサキモータースが連携し、子会社における運用状況をモニタリン
グする。

③国内外の全ての子会社を含む当社グループ全体で、内部通報制度の周知・浸透に努め、本制度の
一層の機能発揮を図る。
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④当社は、子会社の株主として株主総会における議決権行使による統制を行うとともに、子会社に
適宜、自らは子会社の業務執行に従事しない非常勤の取締役又は非常勤の監査役、あるいはその
両者（以下「非常勤役員」という）を派遣することにより、経営の監督・監視を行う。また、当
社は決裁規則等の子会社管理に関する規則を制定し、適正なグループ経営を管理する体制を整備
する。

⑤当社内部監査部門は、子会社の業務監査・財務報告に係る内部統制の評価の実施により、業務の
適正及び財務報告の信頼性を確保する。

(2) 子会社の取締役の職務執行に係る事項の当社への報告に関する体制
①当社は、子会社へ派遣した非常勤役員を通じ、子会社の取締役の職務執行状況について報告を受ける。
②子会社はその経営状況を、経営報告として定期的に当社へ報告するとともに、社則に基づき、経

営上の重要な意思決定事項に関し、事前に当社主管部門と協議する。
(3) 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①当社は、グループ全体としてのリスク管理体制を整備し、リスク又はリスクによりもたらされる
損失の未然の回避・極小化に努める。

②当社は、子会社においてリスクが顕在化した際に備え、各子会社が危機への対処方針を策定し、
危機管理に関する体制を整備するよう指導する。

③重大なリスクが顕在化した際には、あらかじめ定められた報告ルートに基づき、速やかに当社に
報告する。

(4) 子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①当社グループ各社における経営については、その自主性を尊重しつつ、「カワサキグループ・ミ

ッションステートメント」、長期ビジョン及び経営計画等に示される基本的な考え方・ビジョン
を共有し、当社グループ全体としての到達目標を明確化することにより、適正且つ効率的な業務
執行が行われる体制を整備する。

②子会社に決裁基準を整備させ、業務執行の効率化を図る。

３. 当社監査等委員会の職務の執行のために必要な事項
(1) 当社監査等委員会の職務を補助すべき従業員に関する事項

 監査等委員会の要請に応じて、必要な専任の従業員を配置する。
(2) 当社監査等委員会の職務を補助すべき従業員の当社取締役（監査等委員である取締役（以下「監

査等委員」という）を除く。）からの独立性に関する事項、及び当社監査等委員会の職務を補助
すべき従業員に対する監査等委員会の指示の実効性の確保に関する事項

 監査等委員会の職務を補助すべき従業員は監査等委員会の指揮命令に服するものとし、その人事
異動、人事評価及び懲戒処分は、監査等委員会の事前の同意を必要とする。
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(3) 当社取締役（監査等委員を除く。）及び従業員が当社監査等委員会に報告するための体制、並び
に子会社の取締役、監査役及び従業員又はこれらの者から報告を受けた者が当社監査等委員会に
報告するための体制

①当社監査等委員は、取締役会、経営会議、執行役員会、サステナビリティ委員会、全社コンプラ
イアンス委員会等の全社会議体へ出席し、当社取締役（監査等委員を除く。）、執行役員及び従
業員は、これら会議を通じてコンプライアンス・リスク管理・内部統制に関する事項を含め、グ
ループ経営及び事業運営上の重要事項並びにその職務遂行の状況等を当社監査等委員会に対して
報告する。

②当社取締役、執行役員及び従業員は、当社グループに重要な損害を及ぼすおそれのある事実を発
見した際には、直ちに当社監査等委員会に報告する。

③子会社の取締役、監査役及び従業員は、当社グループに重要な損害を及ぼすおそれのある事実を
発見した際には、これを直ちに当社主管部門に報告する。当該報告を受けた当社主管部門は、そ
の内容を当社監査等委員会に報告する。

④社則に基づき、当社執行役員及び従業員は、社内稟議の回覧を通じて、当社監査等委員会に対し
て当社グループの業務執行に関する報告を行う。

⑤当社内部監査部門及び会計監査人は、適時に、当社監査等委員会に対して、当社グループの監査
状況についての報告及び情報交換を行う。

(4) 前記(3)の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保
するための体制

 当社は、社則において、前記(3)の報告を行った者に対する不公正・不利益な取扱いの禁止を規
定し、子会社についても、その社則において同様の内容を規定させる。

(5) 当社監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ず
る費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る
方針に関する事項

 監査等委員がその職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について、当
社に対し、会社法に基づく費用の前払等の請求をしたときは、当該請求に係る費用又は債務が当該
監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理
する。

(6) その他当社監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①取締役（監査等委員を除く。）と監査等委員は、相互の意思疎通を図るため、定期的に情報及び

意見交換するとともに、監査等委員は、取締役会・経営会議等の重要な会議に出席し、取締役
（監査等委員を除く。）及び執行役員の職務執行に関して直接意見を述べる。

②当社及び子会社の取締役は、当社監査等委員会が当社内部監査部門及び子会社の監査役等との連
携を通じて、より実効的且つ効率的な監査を実施することが可能な体制の構築に協力する。
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③当社内部監査部門の職務の執行の実効性及び独立性の確保の観点から、内部監査部門長の人事異
動、人事評価及び懲戒処分は、監査等委員会の事前の同意を得ることとする。

④当社及び子会社は、当該会社の監査等委員若しくは監査役の選任議案や、監査等委員若しくは監
査役の報酬等について、法令・定款に従い、当該会社の監査等委員会若しくは監査役の同意又は
監査等委員会若しくは監査役会の決定を得ることとする。

⑤当社が選任する監査等委員には、適切な経験・能力及び必要な財務・会計・法務に関する知識を
有する者、特に、財務及び会計に関する十分な知見を有する者１名以上を含むものとする。

４. 反社会的勢力の排除に関する体制
当社グループは、反社会的勢力からの不当な要求に対し、毅然としてこれを拒否するとともに、行

動規範において、反社会的勢力との一切の関係を遮断することを規定し、全取締役、執行役員及び従
業員に対し周知徹底する。

また、社内体制としては、反社会的勢力排除に係る対応総括部署を本社に設置し、警察等外部の専
門機関との緊密な連携を図るとともに、関係部門と連携のうえ、反社会的勢力からの不当な要求に対
しては、組織的に対処する。

Ⅱ．内部統制システムの運用状況の概要
１. 内部統制システム全般に関する取組み

①当社グループの役員及び従業員が行動するに際しての判断のよりどころとなる倫理基準を行動規範
として規定し、従業員への冊子配布やイントラネットへの掲載、各種研修の実施等により、周知徹
底を図っています。

②内部監査部門による当社グループを対象とした業務監査及び財務報告に係る内部統制の評価を実施
し、業務の有効性及び効率性並びに財務報告の信頼性を確保しています。

２. コンプライアンスに関する取組み
①当社グループ全体としてコンプライアンスを推進するための各種施策を審議・決定し、その遵守状

況をモニタリングする全社コンプライアンス委員会を設置し、関連社則の整備やコンプライアンス
ガイドブックの作成・配布、各種研修の実施や内部通報制度の運用等を主導しています。また、事
業部門毎にコンプライアンス活動を行う事業部門コンプライアンス委員会を設置し、それぞれの事
業環境に即した取り組みを展開しています。

 当期は、潜水艦修繕事業及び舶用エンジン事業において不正事案が判明したことを受けて、2024
年4月16日に社長を委員長とするコンプライアンス特別推進委員会を新たに設置し、個々の事案に
おける事実関係の調査や原因分析による再発防止策の検討に加え、コンプライアンス・ガバナンス
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体制の再構築に向けた施策を推進しています。今回の事態を深刻に受け止め、「膿を出し切る」と
いう強い覚悟のもとで、ガバナンス上の問題点や組織風土を踏まえた再発防止策を検討し、「不正
ができない仕組みの構築」「不正発見の強化」「組織風土・意識改革」の3つの柱を掲げ、川崎重
工グループ一体となって、改革に取り組んでいます。

 ＜不正ができない仕組みの構築＞
 すべての業務において不正ができない仕組みの構築を目指し、自動化・システム化や社則の見直し

を強力に推進しています。例えば調達業務においては、グループ全体で「全社グループ調達等プロ
セスにおける不正防止に向けた調査」を行い、不正につながるリスクのある業務については、内部
牽制を効かせるための現物確認ルールの厳格化や決裁プロセスの見直し・追加等を実施していま
す。また、検査工程等ではデータを書き換えることができない自動システムの導入を進めていま
す。

 ＜不正発見の強化＞
 上記に加えて、不正発見の強化にも取り組み、早期に発見できる仕組みを構築します。2025年4

月には、監査・コンプライアンス部門の役割を再整理の上、当社グループの監査・コンプライアン
ス体制の見直しを実施しました。監査機能集約によるグループ全体のアシュアランス強化や事業部
門のコンプライアンス機能強化を目指します。また、経費精算システムによるチェック機能強化や
精算データの常時監視による経理不正の早期発見・防止をはじめ、業務プロセスにおける部門間牽
制機能の強化等の取組みを推進しています。内部通報制度については、かねてより匿名通報や退職
者等への利用拡大を実施してきましたが、受付窓口への女性弁護士の追加やお取引先ホットライン
の開設等更なる制度拡充を行っているほか、その活用促進のための周知活動や、通報者を特定でき
ないように配慮しつつ実際に通報を契機として改善がなされた事例の紹介等を行っています。

 
 ＜組織風土・意識改革＞
 長年にわたり継続的に行われてきたコンプライアンス違反の背景には、前例踏襲や事なかれ主義、

困りごとを抱え込んでしまう組織風土がありました。組織風土や意識の改革のため、職場環境の客
観的把握や経営層との対話、新入社員やキャリア採用者等の従来と異なる視点・観点による気づき
の重視、人財交流の活性化等、風通しの良い職場環境の醸成を図っています。また、全社的な法
務・コンプライアンス機能や意識の抜本的強化、仕組・制度化、風土刷新の実現を目的に、2025
年1月に「法務・コンプライアンスの基本方針」を制定した他、各階層へのコンプライアンス教育
の再徹底や社長メッセージの定期的な発信を行っています。これらの施策を通して、コンプライア
ンス問題を発生させない職場づくりに取り組んでいます。
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②反社会的勢力との関係遮断について、行動規範に規定するとともに、具体的な禁止事例を列挙した
コンプライアンスガイドブックの配布や職場での浸透活動等により、周知徹底を図っています。

３. リスク管理に関する取組み
①「リスク管理規則」に基づき、全社的リスク管理体制を構築するとともに、具体的なリスク管理の

実施手順をマニュアル化し、想定されるリスクをグループ共通の尺度で網羅的に把握することによ
り、リスク又はリスクによりもたらされる損失の未然の回避及び極小化に努めています。また、当
社リスクの見える化や重視すべきリスクの特定、顕在化懸念が高まったリスクの適宜報告と審議を
目的として、リスクモニターを実施しています。その活動は定期的に取締役会に報告し、当社が当
面注視すべき重要リスクについて議論した上で、対象部門へフィードバックし、リスク対応を実行
しています。

②リスクの顕在化に備え、あらかじめ緊急事態における行動指針を定めるとともに、各事業所に危機
管理責任者を設置し、損失を最小化するための体制を整備しています。また、経営影響の大きい重
大なリスクが顕在化した際には速やかに最高危機管理責任者である社長に報告し危機対応できるよ
う、報告基準や報告ルート、並びに危機管理対応体制を定め、周知しています。

③大規模災害やパンデミック等の発生に備え、事業部門毎に事業継続計画を策定し、毎年評価・見直
しを行っています。また、被災時に損失を極小化するための体制をあらかじめ整備・構築していま
す。当期においては、国内主要地区の災害発生時の被害想定の改定や、防災避難訓練及び事業継続
訓練を実施するとともに、全従業員を対象とした安否確認訓練を実施しました。

４. 取締役の職務執行の効率性確保に関する取組み
①取締役会にて決定した経営方針や経営計画に基づき業務執行部門にて具体的な経営計画に落とし込

み、その進捗状況を定期的に取締役会へ報告しています。「グループビジョン2030」の実現に向
け、全ての執行役員及び従業員はチャレンジ＆コミットメントによる目標管理を行い、各事業分野
における目指すべき姿や短期経営計画の実現・達成に努めています。

②取締役会から重要な業務執行の決定の一部を社長以下へ委任するとともに、業務分掌及び決裁権限
を社則にて規定し、適切に運用することにより、取締役及び各事業・各機能分野における業務執行
の効率化を図っています。また、子会社に対しても業務執行の効率化に向けた各種指導を行ってい
ます。
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５. 子会社管理に関する取組み
①コンプライアンスやガバナンス、リスク管理等の内部統制システムに関する事項は、当社グループ

全体として取り組んでおり、各子会社の事業内容や規模、地域、重要性等に応じた体制の整備及び
運用を進めています。社則「川崎重工グループ行動規範に関する規則」を国内外のすべての子会社
で制定しているほか、海外拠点を対象とする「グローバル内部通報制度」を運用しています。

②当社から子会社へ非常勤役員を派遣し、子会社の取締役会等への出席を通じて子会社の経営を監
督・監視するとともに、子会社から定期的に経営状況の報告を受けています。また、子会社におけ
る経営上の重要な意思決定事項に関しては、社則に基づき、当社主管部門と当該子会社との間で事
前協議の上、決定しています。

６. 当社監査等委員会による監査の適正性確保に関する取組み
①監査等委員会の職務の執行を補助するため、監査等委員会室を設置し、専任の従業員を複数名配置

しています。これらの従業員の人事異動・人事評価・懲戒処分については、監査等委員会の事前の
同意を得た上で行っています。

 また、内部監査部門の独立性を確保するため、内部監査部門長の人事異動・人事評価・懲戒処分に
ついても、監査等委員会の事前の同意を得た上で行っています。

②監査等委員は、当社の重要な会議体に出席しており、取締役（監査等委員を除く。）、執行役員及
び従業員は、会社経営及び事業運営上の重要事項並びに職務遂行状況等について当該会議体を通じ
て監査等委員会へ報告しているほか、社則に基づき、社内稟議の回覧を通じて業務執行に関わる報
告を行っています。

③監査等委員会監査への協力、又は「内部統制システム整備の基本方針」に基づく監査等委員会への
報告を行った者に対して不公正・不利益な取扱いを行うことを禁止する規程を整備しています。ま
た、子会社においても、規程の整備等、各子会社の地域や規模、機能等に応じた仕組みや体制を整
備しています。

④内部監査部門及び会計監査人は、定期的に監査等委員会と連絡会又は会合を開き、情報交換や意見
交換を行うことにより、緊密な連携を図っています。加えて、経営幹部や独立社外取締役、子会社
の常勤監査役とも定期的に意見交換の場を設けています。

⑤監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払等の請求に関する規程を整備し、周知していま
す。
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１．コーポレート・ガバナンスの体制
　当社は監査等委員会設置会社であり、取締役会の任意の諮問機関として指名諮問委員会及び報酬諮問
委員会を設置し、業務執行機関として経営会議、執行役員会等を設置しています。

コーポレート・ガバナンス体制図（2025年３月31日現在）
株主総会

本社・事業部門コンプライアンス委員会

全社コンプライアンス委員会

サステナビリティ委員会

事業リスクに関する会議体

全社経営戦略会議・
重要プロジェクト会議

全社品質会議

経営会議

取締役（取締役会）

指名諮問委員会

報酬諮問委員会

社長

関係会社

執行役員会

業務執行部門
本社・カンパニー

重要な会議体
審議

指示

指示

指示監督 監査・監督

補助

相互連携

相互連携

相互連携

監査

報告

報告

示達

指示

報告選定

審議

監査・監督

監査

諮問/答申・助言

諮問/答申・助言

審議
監査

点検

選任決議選任決議 意見陳述選任決議

付議 報告

指示

監査等委員会

監査等委員会室

会計監査人

監査部

付議

報告

川崎車両㈱・カワサキモータース㈱（ 　　　　　　　　　　　　　　　　）
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取締役会　　　　22回/年 開催
　　取締役会は、その員数13名（うち、5名は監査等委員である取締役）の
うち社外取締役は7名（うち、3名は監査等委員である取締役）であり、過
半数を占めています。また、2024年6月には初めて女性の社内取締役（監
査等委員）が就任しました。現在、女性取締役は5名、外国籍取締役は2名
と、知識・経験・能力のバランスに加えてその多様性を促進し、より多角
的な経営判断ができる体制としています。さらに、取締役と各事業責任者
（カンパニープレジデント等）を分けることにより経営の監督と執行の分
離を進め、取締役会の監督機能の強化を図っています。なお、議長は取締
役会の決議により会長が務めています。
　取締役会では、決裁規則に基づき上程される各議案について審議するほ
か、取締役会実効性評価の結果等を踏まえ設定したテーマについて討議を
行っています。また、サステナビリティやコンプライアンス、リスクマネ
ジメント、品質管理等、重要な経営課題については、基本方針を取締役会
で決議し、執行側にその状況の報告を求める体制を整備しています。

取締役会

取締役 13名

監査等委員ではない取締役8名

監査等委員会　　18回/年 開催
　　監査等委員会は社外取締役3名を含めた取締役5名で構成し、監査の実効
性確保のため、社内取締役2名を常勤の監査等委員として選任しています。
また、監査等委員には、適切な経験・能力及び必要な財務・会計・法務に
関する知識を有する者、特に、財務報告の信頼性確保のため、財務・会計
に関する十分な知見を有している者を1名以上選任しています。

監査等委員会

監査等委員である取締役5名

指名諮問委員会　12回/年 開催　報酬諮問委員会　13回/年 開催
　　取締役会における審議の透明性及び客観性の向上を目的に設置している
指名諮問委員会及び報酬諮問委員会は、議長及び構成員の過半数を社外取
締役としています。指名諮問委員会は役員選解任に関する方針・基準及び
役員選解任案の妥当性等について、報酬諮問委員会は役員報酬に関する方
針・制度及び個別報酬の妥当性等についてそれぞれ審議し、取締役会に答
申もしくは助言を行っています。

指名諮問委員会／報酬諮問委員会

指名諮問委員／報酬諮問委員 5名

監査等
委員

　当社における主な会議体及びその内容は以下のとおりです。
社内（女性） 社外（男性） 社外（女性） 議長社内（男性）
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ご参考

業務執行体制
　　業務執行に関しては、経営環境の急速な変化に対応できる体制として執行役員制度を採用し、業務執行決
定権限の相当部分を、取締役会にて選任された執行役員に委譲することにより、意思決定の迅速化を図って
います。

経営会議
　グループ経営全般における社長の諮問機関として、代表取締役及びカンパニープレジデント等で構成する
経営会議を設置し、業務執行における重要事項等を審議するほか、 全社経営戦略会議や重要プロジェクト会
議にて各事業・プロジェクトにおける戦略、アクションプラン、ならびにリスク評価や対応策等について多
角的な議論を行うことにより、意思決定及び業務執行がより適切かつ効率的に行われる体制としています。
　なお、業務執行監査の観点から常勤の監査等委員である取締役も出席しています。

執行役員会
　社長を委員長とし、執行役員全員で構成する執行役員会を設置し、取締役会で決定した経営方針や経営計
画、経営会議における決定事項に基づき、業務執行方針を示達するほか、経営課題に関する意見交換等を行
うことにより、グループ経営における意思統一を図っています。
　なお、業務執行監査の観点から常勤の監査等委員である取締役も出席しています。

サステナビリティ委員会
　社会・環境及び当社グループのサステナビリティ推進を目的に、社長を委員長とし、取締役（監査等委員
及び社外取締役を除く）、カンパニープレジデント、サステナビリティ担当役員、本社各本部長等で構成す
るサステナビリティ委員会を設置しています。サステナビリティ委員会は、サステナビリティ推進のための
各種施策の審議・決定及び達成状況や遵守状況のモニタリングを行っています。
　なお、社外の知見及び意見を委員会の意思決定に反映させる観点から社外取締役も出席し、さらに業務執
行監査の観点から監査等委員も出席しています。

全社コンプライアンス委員会
　当社グループにおけるコンプライアンスの徹底を目的に、社長を委員長とし、取締役（監査等委員及び社
外取締役を除く）、カンパニープレジデント、コンプライアンス担当役員、本社各本部長等で構成する全社
コンプライアンス委員会を設置しています。全社コンプライアンス委員会は、コンプライアンス徹底のため
の各種施策の審議・決定及び達成状況や遵守状況のモニタリングを行っています。
　なお、社外の知見及び意見を委員会の意思決定に反映させる観点から社外取締役も出席し、さらに業務
執行監査の観点から監査等委員も出席しています。
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ご参考

コーポレートガバナンス強化の取組み
当社は、取締役会の規模及び多様性の改善を進めてまいりました。

社内
（女性）

社内
（男性）

社外
（女性）

社外
（男性）

時期 取締役人数 社外取締役比率 女性取締役比率 外国籍取締役比率

2001年
以前

26人以上（社内のみ） 0％ 0％ 0％
2001年

11人（社内のみ） 0％ 0％ 0％
2013年

10人（社内９人、社外１人） 10％ 0％ 0％
2018年

12人（社内９人、社外３人） 25％ 8％ 8％
2020年

13人（社内７人、社外６人） 46％ 15％ 7％
2022年

12人（社内６人、社外６人） 50％ 16％ 8％
2023年

13人（社内６人、社外７人） 53％ 23％ 15％
2024年

13人（社内６人、社外７人） 53％ 38％ 15％
2025年※

13人（社内６人、社外７人） 53％ 30％ 15％
※第２号議案及び第３号議案をご承認いただいた場合
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連結持分変動計算書

連結持分変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

親会社の所有者に帰属する持分
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

2024年４月１日残高 104,484 56,455 405,156 △1,060
当期利益 88,001
その他の包括利益
当期包括利益合計 88,001
自己株式の取得 △3,078
自己株式の処分 0 45
配当 △16,787
利益剰余金への振替 7,159
連結範囲の変動
連結子会社の増資による持分の増減
非支配株主との取引に係る親会社の持分変動
非金融資産への振替
所有者との取引額等合計 0 △9,628 △3,032
2025年３月31日残高 104,484 56,456 483,530 △4,093

親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る 持 分

非 支 配
持 分 資本合計

そ の 他 の 資 本 の 構 成 要 素

合 計確定給付制度
の 再 測 定

そ の 他 の 包 括
利 益 を 通 じ て
公正価値で測定
す る 金 融 資 産

キャッシュ・
フロー・ヘッジ

在 外 営 業
活 動 体 の
換 算 差 額

合 計

2024年４月１日残高 － 10,407 355 58,291 69,054 634,090 20,459 654,549
当期利益 88,001 2,326 90,328
その他の包括利益 7,614 △2,226 △858 △3,318 1,211 1,211 △139 1,071
当期包括利益合計 7,614 △2,226 △858 △3,318 1,211 89,213 2,186 91,399
自己株式の取得 △3,078 △3,078
自己株式の処分 46 46
配当 △16,787 △860 △17,647
利益剰余金への振替 △7,614 455 △7,159 － －
連結範囲の変動 △0 △0 △0 △0
連結子会社の増資による持分の増減 363 363
非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 －
非金融資産への振替 △568 △568 △568 △568
所有者との取引額等合計 △7,614 455 △568 △0 △7,727 △20,388 △496 △20,885
2025年３月31日残高 － 8,636 △1,071 54,972 62,537 702,915 22,148 725,064

（単位　百万円）
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連結注記表

連結注記表
※記載金額は表示単位未満の端数を切捨てて表示しています。

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結計算書類の作成基準

　当社及びその連結子会社（以下、「当社グループ」という。）の連結計算書類は、会社計算規則第120
条第１項の規定により、国際財務報告基準（以下、「IFRS」という。）に準拠して作成しています。な
お、同項後段の規定により、IFRSで求められる開示項目の一部を省略しています。

２．連結の範囲に関する事項
連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

計107社
（国内）　　カワサキモータース㈱、川崎車両㈱、川重商事㈱、

㈱カワサキマシンシステムズ、㈱カワサキモータースジャパン、日本飛行機㈱、
（海外）　　Kawasaki Motors Corp., U.S.A.、Kawasaki Motors Manufacturing Corp., U.S.A.、

Kawasaki Rail Car, Inc.、Kawasaki Motors Enterprise (Thailand) Co.,Ltd.、
Kawasaki Motors Europe N.V.、Flutek, Ltd.、
Kawasaki Motors (Phils.) Corporation、Kawasaki Robotics (USA) , Inc.、
PT. Kawasaki Motor Indonesia

３．持分法の適用に関する事項
持分法適用の関連会社数　21社

主要な会社名　南通中遠海運川崎船舶工程有限公司、大連中遠海運川崎船舶工程有限公司
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連結注記表

４．会計方針に関する事項
⑴　金融商品

①　非デリバティブ金融資産
　金融資産は、償却原価で測定する金融資産、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融
資産及び純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類しています。
　金融資産は、契約の当事者となった時点で認識しています。通常の方法で売買される金融資産は
取引日に認識しています。
　金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合、又は金融資産のキャ
ッシュ・フローを受け取る契約上の権利を譲渡し、当該金融資産の所有に係るリスクと経済価値の
ほとんどすべてが移転している場合において、金融資産の認識を中止しています。
(ⅰ) 償却原価で測定する金融資産

　以下の要件をいずれも満たす金融資産を、償却原価で測定する金融資産に分類しています。
(a) 当該金融資産が、契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有するこ

とを目的とする事業モデルの中で保有されている
(b) 金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払いのみであるキャッ

シュ・フローが特定の日に生じる
　償却原価で測定する金融資産は、当初認識時にその取得に直接起因する取引コストを公正価
値に加算して測定しています。ただし、重要な金融要素を含まない営業債権は取引価格で当初
測定しています。
　また、当初認識後は、実効金利法を用いて償却原価で測定しています。

(ⅱ) その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産
　償却原価で測定する金融資産以外の金融資産は公正価値で測定する金融資産に分類していま
す。
　公正価値で測定する金融資産のうち、売買目的で保有していない資本性金融商品への投資に
ついては、公正価値の事後的な変動をその他の包括利益に表示するという取消不能の選択を行
うことが認められており、当社グループでは金融商品ごとに当該指定を行っています。
　その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産は、当初認識時にその取得に直接起
因する取引コストを公正価値に加算して測定しています。また、当初認識後は、公正価値で測
定し、その事後的な変動はその他の包括利益として認識しています。その他の包括利益として
認識した公正価値の変動額は、認識を中止した場合にその累計額を利益剰余金に振り替えてお
り、純損益には振り替えていません。なお、配当については純損益として認識しています。
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(ⅲ) 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
　上記以外の金融資産は純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類しています。
　純損益を通じて公正価値で測定する金融資産は、当初認識時に公正価値により測定し、その
取得に直接起因する費用は、発生時に純損益で認識しています。また、当初認識後は、公正価
値で測定し、その事後的な変動は純損益として認識しています。

②　金融資産の減損
　償却原価で測定する金融資産、契約資産及びリース債権について、予想信用損失に係る引当金を
認識しています。
　報告日において、ある金融商品に関する信用リスクが当初認識以降に著しく増大している場合に
は、当該金融商品に係る引当金を、当該金融商品の存続期間にわたって発生する可能性のあるすべ
ての債務不履行事象から生じる予想信用損失（存続期間にわたる予想信用損失）と同額で測定して
います。
　報告日において、ある金融商品に関する信用リスクが当初認識以降に著しくは増大していない場
合には、当該金融商品に係る引当金を、報告日から12ヶ月以内に発生する可能性のある債務不履行
事象によって生じる予想信用損失（12ヶ月の予想信用損失）と同額で測定しています。
　ただし、営業債権、契約資産及びリース債権については、引当金を常に存続期間にわたる予想信
用損失と同額で測定しています。

③　非デリバティブ金融負債
　非デリバティブ金融負債は、償却原価で測定する金融負債に分類しています。
　償却原価で測定する金融負債は、当初認識時にその取得に直接起因する取引コストを公正価値に
減算して測定しています。また、当初認識後は、実効金利法を用いて償却原価で測定しています。
　金融負債は、契約の当事者となった時点で認識しています。
　金融負債が消滅した場合、すなわち、契約中に特定した債務が履行により消滅、免責、取消、又
は失効となった時に、かつ、その時にのみ、金融負債の認識を中止します。
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④　デリバティブ取引及びヘッジ会計
　当社グループは、通常の営業活動において、為替変動及び金利変動等の市場リスクに晒されてい
ます。これらのリスクを管理するため、当社グループは、原則として、リスクの純額を把握し、社
内規程に則りデリバティブ取引を必要に応じて締結する等、リスクを相殺する効果を有する取引を
活用して市場リスクの軽減を図っています。当初のヘッジ指定時点において、当社グループは、リ
スク管理目的、ヘッジ取引を実行する際の戦略、及びヘッジ関係の有効性の評価方法を含む、ヘッ
ジ手段とヘッジ対象の関係を正式に文書化しています。当社グループでは、ヘッジ手段がヘッジ対
象期間において関連するヘッジ対象の公正価値やキャッシュ・フローの変動に対して高度に相殺効
果を有すると予想することが可能であるか否かについて、継続的に評価を実施しています。
　デリバティブは公正価値で当初認識しています。また、当初認識後は公正価値で測定し、その事
後的な変動は以下のとおり処理しています。
(ⅰ) 公正価値ヘッジ

　ヘッジ手段であるデリバティブの公正価値の変動は、純損益として認識しています。また、
ヘッジされたリスクに対応するヘッジ対象の公正価値の変動については、ヘッジ対象の帳簿価
額を修正して、純損益として認識しています。

(ⅱ) キャッシュ・フロー・ヘッジ
　ヘッジ手段であるデリバティブの公正価値の変動のうち、有効なヘッジと判定される部分
は、その他の包括利益として認識し、累積額は、その他の資本の構成要素に含めています。ま
た、ヘッジ効果が有効でない部分は、純損益として認識しています。その他の資本の構成要素
に累積された金額は、ヘッジ対象である取引が純損益に影響を与える会計期間において、その
他の資本の構成要素から純損益に振り替えています。ただし、予定取引のヘッジがその後にお
いて非金融資産又は非金融負債の認識を生じさせるものである場合には、その他の資本の構成
要素に累積された金額は、当該非金融資産又は非金融負債の当初の帳簿価額の修正として処理
しています。
　ヘッジ手段が失効、売却、終結又は行使された場合、ヘッジがヘッジ会計の要件を満たして
いない場合には、ヘッジ会計を将来に向けて中止しています。予定取引の発生がもはや見込ま
れない場合には、その他の資本の構成要素に累積された金額は、即時にその他の資本の構成要
素から純損益に振り替えています。

(ⅲ) ヘッジ指定されていないデリバティブ
　デリバティブの公正価値の変動は、純損益として認識しています。

⑵　棚卸資産
　棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のうちいずれか低い金額で測定しています。
　棚卸資産の取得原価は主として個別法、先入先出法、移動平均法に基づいて算定しており、棚卸資
産の取得に係る費用、製造費及び加工費、並びに当該棚卸資産を現在の場所及び状態とするまでに要
したその他の費用を含めています。
　正味実現可能価額は、通常の事業の過程における見積売価から、完成までに要する見積原価及び販
売に要する見積費用を控除した額です。
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⑶　有形固定資産
①認識及び測定
　有形固定資産は、原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除し
た額で表示しています。
　取得原価には資産の取得に直接関連する費用、資産計上の要件を満たす借入費用並びに解体、除去
及び原状回復費用を含めています。
　有形固定資産の処分損益は、処分により受け取る金額と有形固定資産の帳簿価額との差額により算
出し、純損益で認識しています。
②減価償却
　有形固定資産は、その資産が使用可能となった日から、減価償却しています。
　減価償却費は償却可能額をもとに算定しています。償却可能額は、資産の取得原価から残存価額を
差し引いて算出しています。
　土地等の償却を行わない資産を除き、有形固定資産は見積耐用年数にわたり、主に定額法で減価償
却を行っています。
　主な見積耐用年数は以下のとおりです。
・建物及び構築物　　　　　３～50年
・機械装置及び運搬具　　　２～20年
　減価償却方法、耐用年数及び残存価額は、期末日毎に見直しを行い、必要に応じて改定しています。

⑷　無形資産
①　認識と測定

(ⅰ) 開発費
　開発活動には、新規の又は大幅に改良された製品又は工程を生み出すための計画又は設計を
含めています。開発費は、以下の要件をすべて満たした場合のみ資産化しています。

・技術的実行可能性
・完了及び利用・売却意図
・使用・売却能力
・将来の経済的便益
・適切な資源の利用可能性
・信頼性のある測定

　将来の経済的便益が流入する可能性を実証することができないため、研究局面に関する支出
は資産化せず、発生時に費用として認識しています。
　資産化される費用には、材料費、直接労務費、資産の意図した使用のための準備に直接関連
する間接費用を含めています。その他の開発費は、発生時に費用として認識しています。
　資産化された開発費は、原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額
を差し引いて表示しています。
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(ⅱ) ソフトウェア及びその他の無形資産
　当社グループが取得したソフトウェア及びその他の無形資産で耐用年数を確定できるもの
は、原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除して計上してい
ます。また、耐用年数を確定できないものは、取得原価から減損損失累計額を控除して計上し
ています。

(ⅲ) のれん
　子会社の取得により生じたのれんは無形資産に計上しています。移転した対価と被取得企業
の非支配持分の金額の合計が、取得日における識別可能な取得資産及び引受負債の公正価値の
正味価額を上回る場合にその超過額として測定しています。その差額が負の金額である場合に
は、即時に純利益として認識しています。
　のれんは、原価モデルを採用し、取得原価から減損損失累計額を控除して測定しています。
持分法適用会社については、のれんの帳簿価額を投資の帳簿価額に含めています。

②　償却
　のれん以外の耐用年数を確定できる無形資産は、その資産が使用可能となった日から見積耐用年
数にわたって償却しています。償却方法は、開発費については開発対象の製品機種の生産台数に応
じた生産高比例法、その他の無形資産については定額法によっています。
　主な見積耐用年数は以下のとおりです。

・ソフトウェア ５年
・開発費 ２～10年

　償却方法、耐用年数及び残存価額は、期末日毎に見直しを行い、必要に応じて改定しています。

－ 21 －



2025/05/23 15:35:58 / 24181906_川崎重工業株式会社_招集通知

連結注記表

⑸　リース
①　借手としてのリース

　リースの開始日に使用権資産とリース負債を認識しています。
　使用権資産の測定においては原価モデルを採用し、リース開始日における取得原価から減価償却
累計額及び減損損失累計額を控除した価額で表示しています。この取得原価は、リース負債の当初
測定額に、開始日又はそれ以前に支払ったリース料を調整し、当初直接コスト、リース契約に基づ
き要求される解体、除去及び原状回復費用を含め、受領済みのリース・インセンティブを控除して
測定しています。当初認識後、使用権資産は、開始日から使用権資産の耐用年数の終了時又はリー
ス期間の終了時のいずれか早い方の日まで、定額法により減価償却しています。
　リース負債は、開始日時点で支払われていないリース料をリースの計算利子率を用いて割り引い
た現在価値で当初測定しています。リースの計算利子率が容易に算定できない場合には、当社グル
ープの追加借入利子率を用いています。
　リース負債は、実効金利法による償却原価で測定しています。各契約に原資産を購入するオプシ
ョンやリース期間の延長、解約のオプションが付与されていて、そのオプションを行使する見通し
に変化が生じた場合には、リース負債を再測定しています。
　なお、リース期間が12ヶ月以内の短期リース及び少額資産のリースについて、使用権資産及びリ
ース負債を認識しないことを選択しており、これらのリースに係るリース料をリース期間にわたり
定額法により費用として認識しています。
　当社グループは、財政状態計算書において、使用権資産は他の資産として区分し、リース負債を
「社債、借入金及びその他の金融負債」に含めて表示しています。

②　貸手としてのリース
　契約上、原資産の所有に伴う実質的なすべてのリスクと経済価値を借手に移転するリースは、フ
ァイナンス・リースとして分類しています。ファイナンス・リース以外のリースは、オペレーティ
ング・リースとして分類しています。
　ファイナンス・リース取引においては、正味リース投資未回収額をリース債権（「営業債権及び
その他の債権」に含めて表示）として認識しています。未稼得金融収益はリース期間にわたり純投
資額に対して一定率で配分し、その帰属する期間に収益認識しています。
　オペレーティング・リース取引においては、受取リース料は、リース期間にわたって定額法によ
り収益として認識しています。
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⑹　非金融資産の減損
　当社グループの有形固定資産及び無形資産等の帳簿価額は、期末日毎に減損の兆候の有無を判断
しています。減損の兆候が存在する場合は、当該資産の回収可能価額を見積り、減損テストを実施
しています。のれん及び耐用年数を確定できない、又は未だ使用可能ではない無形資産について
は、年に一度定期的に減損テストを行うほか、減損の兆候が存在する場合にはその都度、減損テス
トを実施しています。
　資産又は資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と処分コスト控除後の公正価値のうちいずれ
か大きい方の金額としています。使用価値の算定において、見積り将来キャッシュ・フローは、貨
幣の時間的価値及び当該資産に固有のリスクを反映した税引前の割引率を用いて現在価値に割り引
いています。資金生成単位については、他の資産又は資産グループからのキャッシュ・インフロー
から概ね独立したキャッシュ・インフローを生成するものとして識別する資産グループの最小単位
としています。
　減損損失は、資産又は資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を超過する場合に認識していま
す。減損損失は純損益として認識しています。資金生成単位に関連して認識した減損損失は、まず
その単位に配分されたのれんの帳簿価額を減額するように配分し、次に資金生成単位内のその他の
資産の帳簿価額を比例的に減額します。
　のれんに関連する減損損失は戻し入れていません。のれん以外の資産については、過去に認識し
た減損損失は、期末日毎に、過年度に計上した減損損失の戻入れの兆候の有無を判断しています。
そのような兆候が存在する場合は、当該資産又は資金生成単位の回収可能価額の見積りを行い、そ
の回収可能価額が、資産又は資金生成単位の帳簿価額を超える場合、算定した回収可能価額と過年
度で減損損失が認識されていなかった場合の減価償却控除後の帳簿価額とのいずれか低い方を上限
として、減損損失を戻し入れています。

⑺　引当金
　引当金は、過去の事象の結果として、当社グループがその金額について信頼できる見積りが可能で
ある法的又は推定的債務を負っており、当該債務を決済するために経済的資源の流出が生じる可能性
が高い場合に認識しています。
　貨幣の時間価値の影響が重要な場合には、当該引当金は債務の決済に必要と予想される支出額の現
在価値で測定しています。
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⑻　従業員給付
①　長期従業員給付

(ⅰ) 退職後給付
(a) 確定拠出制度

　当社及び一部の子会社では、確定拠出型制度を採用しています。確定拠出年金制度は、
雇用主が一定額の掛金を他の独立した企業に拠出し、その拠出額以上の支払について法的
又は推定的債務を負わない退職後給付制度です。確定拠出年金制度の拠出債務は、従業員
が関連したサービスを提供した期間に、従業員給付費用として純損益で認識しています。

(b) 確定給付制度
　確定給付型制度は、確定給付制度債務の現在価値から制度資産の公正価値を控除した金
額を、負債又は資産として認識しています。
　確定給付制度債務の現在価値及び勤務費用は、予測単位積増方式を用いて制度ごとに算
定しています。
　割引率は、確定給付制度債務を支払う際に使用する通貨及び見積り支払期日に対応し
た、期末日時点の優良社債の市場利回りを参照して決定しています。
　確定給付制度から生じる再測定は、数理計算上の差異・制度資産に係る収益（利息を除
く）及び資産上限額の影響から構成され、それらを即時にその他の包括利益に計上してお
り、直ちに利益剰余金に振り替えています。
　制度が改訂された場合、従業員による過去の勤務に関連する給付金の変動部分は、即時
に純損益として認識しています。

(ⅱ) その他の長期従業員給付
　退職後給付制度以外の長期従業員債務として、長期勤続を達成時に休暇や手当が付与される
制度を有しています。当該長期従業員給付は、従業員が過年度及び当年度に提供したサービス
の対価として獲得した将来給付の見積額を現在価値に割り引いて算定しています。

②　短期従業員給付
　短期従業員給付については、割引計算は行わず、関連するサービスが提供された時点で費用とし
て計上しています。
　賞与については、当社グループが、従業員から過去に提供された労働の結果として支払うべき現
在の法的及び推定的債務を負っており、かつその金額を信頼性をもって見積ることができる場合に
それらの制度に基づいて支払われる見積額を負債として認識しています。
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⑼　収益
　当社グループは、以下の５ステップアプローチに基づき、約束した財又はサービスの顧客への移転
を当該財又はサービスと交換に権利を得ると見込んでいる対価を反映する金額で収益を認識していま
す。

ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する

　当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び
当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりです。
①　製品等の販売

　製品等の販売による収益については、当社グループは顧客との契約に基づいて製品等を引き渡
す履行義務を負っており、製品等の引渡時点又は検収時点で支配が顧客に移転すると判断してい
ることから、製品等の引渡日又は検収日に収益を認識しています。製品等の販売による収益は、
契約において約束した対価からリベート及び値引きを控除した金額で測定しています。

②　工事契約、役務の提供
　工事契約、役務の提供に係る収益は、顧客からの受注に基づく製品の製造と、それに伴う製品
のメンテナンス等によるものであり、顧客との契約に基づいて財又はサービスを提供する履行義
務を負っています。工事契約、役務の提供については、財又はサービスに対する支配を一定期間
にわたり移転するため、履行義務の完全な充足に向けて合理的に進捗度を測定することにより収
益を認識しています。進捗度の測定は、顧客に移転することを約束した財又はサービスの性質を
考慮しています。航空宇宙システム事業、エネルギーソリューション＆マリン事業等における工
事契約等、発生した原価が履行義務の充足における進捗度に比例する場合は、現時点の累計発生
原価の取引全体の見積り総原価の割合等に基づくインプット法で進捗度を測定しています。エネ
ルギーソリューション＆マリン事業等におけるメンテナンス契約等、一定の期間に亘って提供す
るサービスに対して固定額を請求する契約や、航空宇宙システム事業における民間航空エンジン
のメンテナンス契約や車両事業における鉄道車両の製造等、履行が完了した部分に対する顧客に
とっての価値に直接対応する対価の額を顧客から受け取る権利を有する契約の場合、経過した期
間の契約期間全体に占める割合や現時点までの履行済みの義務が履行義務全体に占める割合等に
基づくアウトプット法に基づいて進捗度を測定しています。なお、進捗度を合理的に見積ること
ができないが、発生するコストを回収すると見込んでいる場合は、発生したコストの範囲で収益
を認識しています。
　これらの履行義務に対する対価は、履行義務の充足時点から通常１年以内に受領しています。
なお、対価に重要な金融要素は含まれていません。
　当社グループでは、製品が契約に定められた仕様を満たしていることに関する保証を提供して
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いますが、当該製品保証は別個のサービスを提供するものではないことから、独立した履行義務
として区別していません。
　リベート及び事後的な値引き等、対価の変動を含む取引契約については、その不確実性が解消
される際に重要な売上収益の戻入れが生じない可能性が非常に高い範囲で当該変動価格を見積
り、取引価格を決定しています。
　また、顧客との契約の履行のためのコストのうち、回収が見込まれる金額を資産計上していま
す。当該資産は、関連するサービスが顧客へ移転するパターンに応じて償却を行っています。

⑽　外貨換算
①　外貨建取引

　外貨建取引は、当初認識時に、取引日の為替レート又はそれに近似するレートで各社の機能通貨
に換算しています。
　期末日における外貨建貨幣性資産・負債は、期末日の為替レートで機能通貨に換算しています。
外貨建非貨幣性項目のうち、取得原価で測定されているものは取引日の為替レート又はそれに近似
するレートで、公正価値で測定されるものは、当該公正価値の測定日における為替レートで機能通
貨に換算しています。
　換算及び決済によって発生した為替差額は、純損益として認識しています。ただし、非貨幣性項
目の利得又は損失がその他の包括利益に認識される場合は、当該為替差額もその他の包括利益に認
識しています。

②　在外営業活動体
　在外営業活動体の資産・負債は、取得により発生したのれん及び公正価値の調整を含め、期末日
の為替レートで日本円に換算しています。在外営業活動体の収益及び費用は、為替レートの著しい
変動がない限り、期中平均為替レートを用いて日本円に換算しています。
　為替換算差額はその他の包括利益で認識しています。当社グループのIFRS移行日である2021年
４月１日以降、当該差額は在外営業活動体の換算差額で認識しています。
　在外営業活動体の一部又はそのすべてが処分され、支配又は重要な影響力を喪失した場合には、
その他の資本の構成要素に認識した累積換算差額を純損益に振り替えています。

⑾　その他連結計算書類作成のための重要な事項
　グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用しています。
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基 準 書 基 準 名 改 訂 の 概 要

IAS第１号 財務諸表の表示
債務及び他の負債を流動又は非流動にどのように分類するの
かを明確化
特約条項付の長期債務に関して企業が提供する情報を改善す
るためのもの

IAS第７号
IFRS第７号

キャッシュ・フロー計
算書
金融商品：開示

サプライヤー・ファイナンスの透明性を増進するための開示
要求

（会計方針の変更）
当社グループは、当連結会計年度より、以下の基準書を適用しています。

上記基準書の適用による当社グループの連結計算書類への重要な影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
繰延税金資産の回収可能性
⑴　連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産　128,796百万円

⑵　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
①　見積りの算出方法

　繰延税金資産は、事業計画を基礎として将来の一定期間における課税所得の発生やタックスプラ
ンニングに基づき、回収可能性を検討しています。

②　見積りの算出に用いた主な仮定
　事業計画における主要な要素である売上収益及び利益の予測は、将来の経済情勢の変動やその他
の要因について一定の仮定を置いたうえで実施しています。

③　翌年度の連結計算書類に与える影響
　将来に係る見積りは、将来の経済情勢の変動やその他の要因により影響を受けます。当社グ
ループは、回収可能性の見積りを合理的に行っていますが、これらの将来に係る見積りの諸条
件の変化により、翌連結会計年度以降の連結計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な
影響を与える可能性があります。
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⑴　担保に供している資産 投資有価証券 60百万円
関係会社株式 536百万円
その他 13百万円
合計 609百万円

⑵　担保に係る債務 その他 11百万円
合計 11百万円

２．資産から直接控除した貸倒引当金
営業債権及びその他の債権 9,151百万円
契約資産 2百万円
その他の非流動資産 1,285百万円

３．有形固定資産に対する減価償却累計額 1,097,558百万円
なお、上記の減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれています。

４．関係会社等及び従業員の銀行借入等に対する保証債務 8,012百万円

（連結財政状態計算書に関する注記）
１．担保に供している資産及び担保に係る債務

５．一部の海外LNGタンク建設工事においては、海外下請工事会社の契約不履行等の契約違反により当社は
損害（約510億円）を被りました。本事案については、ICC（The International Chamber of 
Commerce）へ仲裁申立を行っています。なお、本事案は今後仲裁を通じて解決を図っていく予定であ
り、契約上の権利に基づく金融資産を非流動資産「その他の金融資産」に計上しています。
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１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数 普通株式 167,921,800株

決 議 配当金の総額 １ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2024年６月26日
定時株主総会 5,036百万円 30.0円 2024年３月31日 2024年６月27日

2024年11月８日
取締役会 11,751百万円 70.0円 2024年９月30日 2024年12月３日

決 議 予 定 配当金の総額 １ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2025年６月26日
定時株主総会 13,430百万円 80.0円 2025年３月31日 2025年６月27日

（連結持分変動計算書に関する注記）

２．配当に関する事項
⑴　配当金支払額

（注）1. 2024年６月26日定時株主総会の決議による配当金の総額には、業績連動型株式報酬制度の導入
により設定された取締役等を受益者とする信託が保有する株式に対する配当金11百万円が含まれ
ています。

2. 2024年11月８日取締役会の決議による配当金の総額には、業績連動型株式報酬制度の導入によ
り設定された取締役等を受益者とする信託が保有する株式に対する配当金25百万円が含まれてい
ます。

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（注）2025年６月26日定時株主総会の決議による配当金の総額には、業績連動型株式報酬制度の導入によ
り設定された取締役等を受益者とする信託及び管理職層向けインセンティブ・プランにより設定され
た従業員を受益者とする信託が保有する株式に対する配当金59百万円が含まれています。
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　信用リスク管理
　当社グループの営業債権及びその他の債権、契約資産、その他の金融資産については、顧客等の信用
リスクに晒されています。これらの信用リスクに対し、当社グループでは、各事業における営業管理部
門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するととも
に、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っています。また、デリバティブ取引の利
用に当たっては、カウンターパーティーの信用リスクを軽減するために格付の高い金融機関とのみ取引
を行っているため、当該取引に係る信用リスクは限定的と考えています。なお、特定の取引先につい
て、重要な信用リスクのエクスポージャーはなく、特段の管理を有する信用リスクの過度の集中はあり
ません。

⑵　流動性リスク管理
　流動性リスクとは、当社グループが現金又はその他の金融資産により決済する金融負債に関連する債
務を履行する際に、困難に直面するリスクのことです。当社グループは、期限の到来した金融負債の返
済義務を履行するにあたり、支払期日にその支払を履行できなくなる流動性リスクに晒されています。
そのため、当社グループでは、グループ各社が適時に資金計画を作成・更新し、金融負債返済のための
資金を適切に確保することで、流動性リスクを管理しています。また、キャッシュ・マネジメント・シ
ステムにより当社グループ各社間で資金融通を行うほか、資金調達手段の多様化、資金調達環境を考慮
した長短のバランスの調整、コミットメントラインの確保等により、機動的な資金調達能力を維持して
います。

⑶　為替リスク管理
　当社グループは、グローバルに事業を展開していることから、外貨建ての債権債務に係る為替リスク
に晒されています。当社及び一部の連結子会社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把
握された為替の変動リスクに対して、主に先物為替予約を利用してヘッジしています。なお、為替の状
況により、原則として、輸出に係る予定取引により確実に発生すると見込まれる外貨建ての営業債権か
ら外貨建ての営業債務をネットしたポジションについて先物為替予約を行っています。

⑷　金利リスク管理
　当社グループは、変動金利による借入を行っていることから、金利の変動リスクに晒されています。
当社及び一部の連結子会社は、長期借入の一部について、支払金利の変動リスクヘッジとして支払利息
を固定化する金利スワップ取引を利用しています。
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レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 合 計

資産：

その他の包括利益を通じて公
正価値で測定する金融資産

株式・出資金 4,406 － 26,783 31,190

純損益を通じて公正価値
で測定する金融資産

デリバティブ資産 － 1,980 － 1,980

その他 － － 205 205

資産合計 4,406 1,980 26,988 33,376

負債：

純損益を通じて公正価値
で測定する金融負債

デリバティブ負債 － 4,213 － 4,213

負債合計 － 4,213 － 4,213

２．金融商品の公正価値等に関する事項
　公正価値で測定される金融商品を評価方法ごとに分析した表は、以下のとおりです。それぞれのレベ
ルは、以下のように定義付けられています。

レベル１：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により測定した公正価値
レベル２：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて測定した公

正価値
　レベル３：重要な観察できないインプットを使用して測定した公正価値

　公正価値の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット
がそれぞれ属するレベルのうち、公正価値の算定における優先順位が最も低いレベルに公正価値を分類
しています。

（単位　百万円）
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帳 簿 価 額 公 正 価 値

長期借入金 230,030 222,673

社債 128,994 118,788

金融負債合計 359,025 341,461

　金融商品の公正価値の算定方法は以下のとおりです。
（株式・出資金）
　活発な市場のある株式等の公正価値は、市場価格に基づいて算定しています。活発な市場のない株式
等の公正価値は、原則として、類似会社の市場価格に基づく評価技法等を用いて算定しています。
（デリバティブ）
　為替予約は報告期間の末日の先物為替相場に基づき算定しています。また、金利スワップは、報告期
間の末日における金利をもとに将来予測されるキャッシュ・フローを現在価値に割り引いて算定してい
ます。

３．公正価値で測定されない金融商品
　公正価値で測定されない金融資産及び金融負債の公正価値及び帳簿価額は、以下のとおりです。

（単位　百万円）

（注）上記以外の償却原価で測定する金融資産及び金融負債の公正価値は、帳簿価額と近似しています。な
お、上記の償却原価で測定する金融負債の公正価値ヒエラルキーは、借入金はレベル３、社債はレベ
ル２に分類しています。
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報告セグメント

合計航空宇宙
システム 車両

エネルギーソ
リューション

＆マリン

精密機械・
ロボット

パワー
スポーツ

＆エンジン
その他

航空宇宙 399,944 － － － － － 399,944

航空エンジン 167,893 － － － － － 167,893
車両 － 222,306 － － － － 222,306
エネルギー・プラント・舶用推進 － － 306,881 － － － 306,881
船舶海洋 － － 91,256 － － － 91,256
精密機械 － － － 146,825 － － 146,825
ロボット － － － 94,677 － － 94,677
パワースポーツ＆エンジン － － － － 609,357 － 609,357
その他 － － － － － 90,177 90,177
顧客との契約から生じる収益 567,838 222,306 398,138 241,503 609,357 90,177 2,129,321

（収益認識に関する注記）
1．収益の分解

　当社グループは、「航空宇宙システム」、「車両」、「エネルギーソリューション＆マリン」、「精
密機械・ロボット」、「パワースポーツ＆エンジン」、「その他」の６つの事業を基本として構成して
います。その上で、顧客との契約から生じる収益についての理解のため、一部（「航空宇宙システ
ム」、「エネルギーソリューション＆マリン」、「精密機械・ロボット」）を、更に製品の種類に基づ
き区分した形で収益を分解しています。製品の種類別の内訳及び地域別の内訳と報告セグメントとの関
連は以下のとおりです。

⑴　製品の種類別の内訳
（単位　百万円）
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報告セグメント

合計航空宇宙
システム 車両

エネルギーソ
リューション

＆マリン

精密機械・
ロボット

パワー
スポーツ

＆エンジン
その他

日本 331,809 63,550 294,096 64,342 33,390 79,325 866,514
米国 146,090 152,072 891 26,651 344,896 567 671,169
欧州 83,609 － 20,032 13,321 101,961 209 219,134
アジア 13 6,683 46,177 131,750 79,062 7,826 271,513
その他 6,315 － 36,940 5,437 50,047 2,248 100,989

顧客との契約から生じる収益 567,838 222,306 398,138 241,503 609,357 90,177 2,129,321

⑵　地域別の内訳
（単位　百万円）

⑶　返金負債
　当社が、民間航空エンジンの国際共同事業体であるInternational Aero Engines, LLC（以下、
「IAE社」という。）を通じて参画しているPW1100G-JMエンジンプログラム（以下、「同プログ
ラム」という。）は、運航上重要な問題が発生したため、現在、IAE社とともに状況改善に向けて対
応を進めています。当社は同プログラム参画メンバーとして発生する損失の一部を負担することとな
るため、耐空性改善命令により発生する損失の一部負担分として43,477百万円を連結財政状態計算書
の「返金負債」へ計上しています。

　当社グループの各セグメントにおける主な収益計上方法は以下のとおりです。
・「航空宇宙システム」「車両」「エネルギーソリューション＆マリン」

　これらセグメントにおいては、民間航空機向け分担製造品や民間航空エンジン分担製造品等の製品
の販売のほか、鉄道車両の製造や各種プラントの建設等の工事契約の実施及びそれらのメンテナンス
契約等の役務の提供を行っています。製品の販売については、主に一時点で充足される履行義務のた
め、原則として物品の引渡日又は検収日に収益を認識しています。工事契約の実施及び役務の提供に
ついては、一定の期間にわたり充足される履行義務のため、合理的に進捗度を測定し収益を認識して
います。進捗度の測定は、主として発生したコストに基づいたインプット法により行っていますが、
メンテナンス契約等の役務の提供や、鉄道車両の製造等の一部の工事契約については、アウトプット
法により行っています。
　「航空宇宙システム」では、当社が参画している民間航空エンジンプログラムに関連して負担する
費用の一部について、顧客に支払われる対価として、当該金額を見積もって売上収益から減額してい
ます。また、民間航空エンジンプログラムに関して当社が参画割合に応じて負担する一種の値引きに
ついて、収益認識時に当該値引きの金額を変動対価として見積もって売上収益から減額しています。

・「精密機械・ロボット」、「パワースポーツ＆エンジン」、「その他」
　これらセグメントにおける建設機械市場向け油圧機器や各種ロボット、二輪車及び四輪車等の製品
の販売については、主に一時点で充足される履行義務のため、原則として物品の引渡日又は検収日に
収益を認識しています。
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期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 627,506 709,131

契約資産 136,706 170,556

契約負債 265,468 363,534

２．契約残高
⑴　顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債

　顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の内訳は以下のとおりです。
（単位　百万円）

　顧客との契約から生じた債権は、連結財政状態計算書上の「営業債権及びその他の債権」に含まれ
ています。
　契約資産は、主として一定の期間にわたり履行義務が充足される契約において、報告期間の末日時
点での進捗度に基づいて測定した履行義務の充足分と交換に受け取る対価に対する権利のうち、債権
を除いたものです。契約資産は、対価に対する権利が時の経過のみを要求される無条件な状態となっ
た時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。契約資産の増減は、主として収益認識
（契約資産の増加）と、営業債権への振替（契約資産の減少）により生じたものです。

　契約負債は、主として顧客と約束した財又はサービスを顧客に移転する前に前受金として対価の支
払いを受けた際に認識しています。その後、当社グループが履行義務を充足した時点で契約負債とし
ての認識を中止し、収益として認識しています。契約負債の増減は、主に前受金の受取り（契約負債
の増加）と、収益認識（契約負債の減少）により生じたものです。

⑵　認識した収益のうち、期首時点の契約負債残高に含まれていたもの及び過去の期間に充足していた履
行義務から認識した収益
　当連結会計年度において、認識した収益のうち、期首時点の契約負債残高に含まれていたものの金
額は、240,243百万円です。
　なお、当連結会計年度において、過去の期間に充足していた履行義務から認識した収益の額に重要
性はありません。
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報告セグメント

合計航空宇宙
システム 車両

エネルギーソ
リューション

＆マリン

精密機械・
ロボット

パワー
スポーツ

＆エンジン
その他

残存履行義務 1,301,937 519,791 825,356 91,411 2,244 41,989 2,782,728

期末残高

契約履行のために生じたコ
ストから認識した資産 6,519

１．１株当たり親会社の所有者に帰属する持分 4,205.63円
２．基本的１株当たり当期利益 525.44円

３．残存履行義務に配分した取引価格
　残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりです。な
お、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な変動対価の額等はありませ
ん。

（単位　百万円）

　各報告セグメントの残存履行義務は、当連結会計年度末から起算して以下の期間に収益として認識す
ることを見込んでいます。

・航空宇宙システム：約９割が４年以内、約１割が４年超
・車両：約９割が１年以内、約１割が１年超
・エネルギーソリューション＆マリン：約９割が５年以内、約１割が５年超
・精密機械・ロボット：１年以内
・パワースポーツ＆エンジン：1年以内
・その他：１年以内

４．契約コストから認識した資産
（単位　百万円）

　当社グループが資産計上している契約履行コストは、民間航空エンジン事業における顧客との契約の
履行のためのコストのうち、回収が見込まれる金額を資産計上したものです。当該資産は、連結財政状
態計算書上「棚卸資産」に計上し、関連するサービスが顧客へ移転するパターンに応じて償却を行って
います。当連結会計年度における、資産計上した契約履行コストに係る償却費は、535百万円です。

（１株当たり情報に関する注記）
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⑴　本株式譲渡前の当社所有株式数 20,000株（議決権所有割合100％）
⑵　譲渡株式数 4,000株
⑶　譲渡価額 800億円
⑷　譲渡日 2025年４月１日

⑴　割当株式数 4,000株
⑵　払込金額 800億円
⑶　割当後発行株式数 20,000株
⑷　払込日 2025年４月１日

⑸ 本株式譲渡及び本第三者割当後
の当社所有株式数 16,000株（議決権所有割合80％）

（重要な後発事象に関する注記）
　子会社株式の一部売却
１．当該事象の内容

　当社は、2024年11月８日付の取締役会決議に基づき、2025年４月１日に、当社が保有する連結子会
社カワサキモータース株式会社（以下、「カワサキモータース」という。）の発行済株式の20％をカワ
サキモータースに譲渡するとともに、カワサキモータースが伊藤忠商事株式会社に対して第三者割当を
行い、発行済株式の20％の割り当てを行いました。なお、これらの取引後においても、カワサキモータ
ースは引き続き当社の連結子会社です。

（本株式譲渡の概要）

（本第三者割当の概要）

２．当該事象の損益に与える影響額
　当該事象により、2026年３月期の個別決算において、774億円の「関係会社株式売却益」を特別利益
として計上する予定です。なお、本取引後もカワサキモータースは引き続き当社の連結子会社であるた
め、連結損益への影響は軽微です。
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株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金
資本準備金 そ の 他

資本剰余金
特別償却
準 備 金

固 定 資 産
圧縮積立金

繰越利益
剰 余 金

当期首残高 104,484 54,126 0 227 4,574 78,263 △1,060 240,615
当期変動額
新株の発行 －
剰余金の配当 △16,787 △16,787
当期純利益 48,123 48,123
自己株式の取得 △3,078 △3,078
自己株式の処分 0 45 46
自己株式処分差損の振替 －
特別償却準備金の取崩 △227 227 －
固定資産圧縮積立金の積立 75 △75 －
固定資産圧縮積立金の取崩 △247 247 －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 － － 0 △227 △171 31,734 △3,032 28,303
当期末残高 104,484 54,126 0 － 4,402 109,997 △4,093 268,918

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産
合 計

その他有価
証 券 評 価
差 額 金

繰延ヘッジ
損 益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 2,290 △75 2,214 242,830
当期変動額
新株の発行 －
剰余金の配当 △16,787
当期純利益 48,123
自己株式の取得 △3,078
自己株式の処分 46
自己株式処分差損の振替 －
特別償却準備金の取崩 －
固定資産圧縮積立金の積立 －
固定資産圧縮積立金の取崩 －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △317 △68 △385 △385
当期変動額合計 △317 △68 △385 27,917
当期末残高 1,973 △144 1,828 270,747

（単位　百万円）
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個別注記表
※記載金額は表示単位未満の端数を切捨てています。

（重要な会計方針）
１．資産の評価基準及び評価方法

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
①　子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用しています。
②　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用
しています。
市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しています。

⑵　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　個別法及び移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）を採用しています。

⑶　デリバティブの評価基準及び評価方法
　時価法を採用しています。

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しています。
⑵　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しています。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいていま
す。

⑶　リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しています。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。

３．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。
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⑵　賞与引当金
　従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上しています。

⑶　保証工事引当金
　保証工事費用の支出に備えるため、過去の実績又は個別の見積りに基づき計上しています。

⑷　受注工事損失引当金
　当事業年度末の未引渡工事のうち、大幅な損失が発生すると見込まれ、かつ、当事業年度末時点で
当該損失額を合理的に見積ることが可能な工事について、翌事業年度以降の損失見積額を計上してい
ます。

⑸　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産（退職給付信託
を含む）の見込額に基づき計上しています。
①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっています。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により費用処理しています。
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理し
ています。

⑹　債務保証損失引当金
　関係会社への債務保証等に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案し、損失負担見込
額を計上しております。

４．重要な収益及び費用の計上基準
　当社は、以下の５ステップアプローチに基づき、約束した財又はサービスの顧客への移転を当該財又
はサービスと交換に権利を得ると見込んでいる対価を反映する金額で収益を認識しています。

ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義
務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりです。
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①　製品等の販売
　製品等の販売による収益については、当社は顧客との契約に基づいて製品等を引き渡す履行義務
を負っており、製品等の引渡時点又は検収時点で支配が顧客に移転すると判断していることから、
製品等の引渡日又は検収日に収益を認識しています。製品等の販売による収益は、契約において約
束した対価からリベート及び値引きを控除した金額で測定しています。

②　工事契約、役務の提供
　工事契約、役務の提供に係る収益は、顧客からの受注に基づく製品の製造と、それに伴う製品の
メンテナンス等によるものであり、顧客との契約に基づいて財又はサービスを提供する履行義務を
負っています。工事契約、役務の提供については、財又はサービスに対する支配を一定期間にわた
り移転するため、履行義務の完全な充足に向けて合理的に進捗度を測定することにより収益を認識
しています。進捗度の測定は、顧客に移転することを約束した財又はサービスの性質を考慮してい
ます。航空宇宙システム事業、エネルギーソリューション＆マリン事業等における工事契約等、発
生した原価が履行義務の充足における進捗度に比例する場合は、現時点の累計発生原価の取引全体
の見積り総原価の割合等に基づくインプット法で進捗度を測定しています。エネルギーソリューシ
ョン＆マリン事業等におけるメンテナンス契約等、一定の期間に亘って提供するサービスに対して
固定額を請求する契約や、航空宇宙システム事業における民間航空エンジンのメンテナンス契約
等、履行が完了した部分に対する顧客にとっての価値に直接対応する対価の額を顧客から受け取る
権利を有する契約の場合、経過した期間の契約期間全体に占める割合や現時点までの履行済みの義
務が履行義務全体に占める割合等に基づくアウトプット法に基づいて進捗度を測定しています。な
お、進捗度を合理的に見積ることができないが、発生するコストを回収すると見込んでいる場合
は、発生したコストの範囲で収益を認識しています。

　これらの履行義務に対する対価は、履行義務の充足時点から通常１年以内に受領しています。なお、
対価に重要な金融要素は含まれていません。
　当社では、製品が契約に定められた仕様を満たしていることに関する保証を提供していますが、当該
製品保証は別個のサービスを提供するものではないことから、独立した履行義務として区別していませ
ん。
　リベート及び事後的な値引き等、対価の変動を含む取引契約については、その不確実性が解消される
際に重要な売上収益の戻入れが生じない可能性が非常に高い範囲で当該変動価格を見積り、取引価格を
決定しています。
　また、顧客との契約の履行のためのコストのうち、回収が見込まれる金額を資産計上しています。当
該資産は、関連するサービスが顧客へ移転するパターンに応じて償却を行っています。
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ヘ ッ ジ 手 段 ヘ ッ ジ 対 象

為替予約、通貨オプション 外貨建金銭債権・債務等（予定取引を含む）

金利スワップ、通貨スワップ 借入金

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
⑴　ヘッジ会計の処理

①　ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっています。

②　へッジ手段とヘッジ対象

③　ヘッジ方針
　社内規程に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジしています。

④　ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累
計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しています。

⑵　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ています。

⑶　退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書
類におけるこれらの会計処理の方法と異なっています。

⑷　グループ通算制度の適用
　グループ通算制度を適用しています。

(表示方法の変更)
 貸借対照表

前事業年度において、「流動資産」の「その他」に含めていた「短期貸付金」は、金額的重要性が増し
たため、当事業年度より独立掲記しています。

 損益計算書
前事業年度において、独立掲記していた「営業外費用」の「固定資産除却損」は、金額的重要性が乏し
くなったため、当事業年度より「営業外費用」の「その他」に含めて表示しています。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 624,655百万円

短期金銭債権 228,218百万円
長期金銭債権 427百万円
短期金銭債務 123,952百万円

３．関係会社等及び従業員の銀行借入等に対する保証債務 74,185百万円

売上高 198,760百万円
仕入高 118,351百万円
その他 9,382百万円

営業取引以外の取引による取引高 24,733百万円

　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 普通株式 785,225株

（会計上の見積りに関する注記）
繰延税金資産の回収可能性
⑴　計算書類に計上した金額

繰延税金資産　102,652百万円
⑵　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

「連結計算書類（会計上の見積りに関する注記）」に同一の内容を記載しているため記載を省略して
います。

（貸借対照表に関する注記）

２．関係会社に対する金銭債権債務

４．一部の海外LNGタンク建設工事においては、海外下請工事会社の契約不履行等の契約違反により当社は
損害（約510億円）を被りました。本事案については、ICC（The International Chamber of 
Commerce）へ仲裁申立を行っています。なお、本事案は今後仲裁を通じて解決を図っていく予定であ
り、契約上の権利に基づく金融資産を投資その他の資産「その他」に計上しています。

（損益計算書に関する注記）
１．関係会社との取引高

営業取引による取引高

（株主資本等変動計算書に関する注記）

（注）当事業年度末の自己株式には、業績連動型株式報酬制度の導入により設定された取締役等を受益者
とする信託及び管理職層向けインセンティブ・プランにより設定された従業員を受益者とする信託
が保有する株式738,900株が含まれています。
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種類 会社等の
名称

議決権等の
所有(被所
有)割合

関連当事
者との
関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 川崎車両（株） (所有)
直接100％

事業機能
分担会社

資金の貸付
(注１) 26,084 短期貸付金 64,646

子会社 カワサキモータ
ース（株）

(所有)
直接100％

事業機能
分担会社

資金の貸付
(注１) 15,970 短期貸付金 15,970

債務の支払
代行

（注１）
△929

流動資産
その他(未収

入金)
12,242

グループ通
算制度に伴
う資金の回
収（注１）

4,254
流動資産

その他(未収
入金)

1,049

子会社 Kawasaki Motores de 
Mexico S.A. de C.V.

（所有）
間接100％

当社子会社の
製品の販売
同社製品の
一部購入

債務保証

保証債務
（注２） 55,076 － －

１．１株当たり純資産額 1,619.91円
２．１株当たり当期純利益 287.33円

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
　繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、返金負債の否認等であり、繰延税金負債の発生の
主な原因は、固定資産圧縮積立金等です。

（関連当事者との取引に関する注記）
　子会社及び関連会社等 （単位　百万円）

（注１）取引金額については、残高の純増減額を記載しております。
（注２）金融機関からの借入及びリース取引について、債務保証を行っています。取引金額には、保証債務

の当事業年度末残高を記載しております。

（１株当たり情報に関する注記）
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（収益認識に関する注記）
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　４.会計方針に関する
事項　⑼収益」に記載のとおりです。

（重要な後発事象に関する注記）
　「連結計算書類（重要な後発事象に関する注記）」に同一の内容を記載しているため記載を省略してい
ます。
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